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1. はじめに 

近年、地方自治体が noteを運用し、情報発信する事例が

見られる。noteとは SNSのような性格を持ち、ブログのよ

うにも見える一方、有料の記事や画像、音声コンテンツの

販売/購入も可能といった特徴を持つ、note 株式会社の提供

する、配信メディアである（[1]参照）。note 株式会社では、

地方自治体に向けて、2020 年 6 月 3 日より、「note pro」

の機能を無償で提供する「地方公共団体支援プログラム」

を開始した（[2]参照）。こうした背景もあり、地方自治体

による note活用事例が増えつつある。 

そこで、2022 年 11 月に、note サイト上にて、地方自治

体公式とされているアカウント（以下、自治体公式 noteと

する）を対象とした調査を実施した。その結果、多くのア

カウントが、月 1 回を超える情報発信により、内容の充実

を図っていること等が分かった一方、投稿内容やその評価

等、より詳細な分析が研究課題として残った（[3]参照）。 

本研究では自治体公式 noteの運用状況を明らかにするた

め、2022 年 11 月の調査（[3]参照）を踏まえ、2023 年 4 月

に第 2 回調査を実施した。調査は比較検証できるよう、第

1 回調査と同様のアカウントを対象に実施した。ただし、

より詳細な分析を行うため、フォロー対象アカウントに関

するデータ等も確認した（表 1参照）。 

加えて、関東エリアの 11 団体が運用する自治体公式 not

e、11アカウントを対象に、初投稿～2022年 10月末までの

全投稿における、投稿内容や投稿毎の評価に関する分析を

行った。本研究では、これらの調査結果を基に、第 1 回調

査からのフォロー数やフォロワー数の変化、運用ルールの

実態、評価の得られ方の傾向等を明らかにした。 

表 1 自治体公式 note 運用状況調査 調査概要 

第１回調査 

調査対象 基礎自治体 88団体 89アカウント 

調査期間 2022年 11月 8日～10日 

調査方法 各 noteページを目視確認 

主な調査

項目 

フォロー数、フォロワー数、初投稿月、 

投稿件数 

第２回調査 

調査対象 基礎自治体 88団体 89アカウント 

（第１回調査と同様の団体/アカウント） 

調査期間 2023年 4月 10日～18日 

調査方法 各 note ページ、各自治体の公式サイト

を目視確認 

主な調査

項目 

フォロー数、フォロワー数、フォロー対

象、運用指針の有無/内容 

2. フォロー数/フォロワー数の変化 

フォロー数とフォロワー数の伸びを把握するため、第 1

回調査から第 2 回調査までの両数の増減を調査した。結果、

フォロー数を公開している 77 アカウント中、「増減なし」

が 49 アカウント（63.6%）となっていた（図 1 参照）。増

加していたのは 25 アカウント（32.5%）だったが、その内

21 アカウントは増加数 5 以下であり、わずかの増加に留ま

っている。また、3 アカウントであるが、減少したケース

もあった。自治体公式 noteは、そもそもフォローをしない

傾向にあり、第 2 回調査の調査対象の半数を超える 54 ア

カウントがフォロー数 10未満であった。 

 
図 1 自治体公式 note のフォロー増減 

フォロー対象を見ると、フォローリストを公開している

77 アカウント中、「note 公式」をフォローしているのが 6

9アカウント（89.6%）、「一般個人」が 33アカウント（4

2.9%）、「行政（他団体）」が 31 アカウント（40.3%）の

順となった（図 2 参照）。一般アカウントの場合、アカウ

ント作成時に、note 公式が自動的にフォローされている。

自治体公式 noteの場合でも、おそらく、自動的にフォロー

されたのを維持しており、結果として、9 割近くが「note

公式」をフォローする状況になったと考えられる。 

 
図 2 自治体公式 note のフォロー対象 

「一般個人」のアカウントに関しては、当該地域と何か

しら関係のある人に限りフォローしているのだろう。これ

は「企業」も同様である。もし細かい選定をせずにフォロ
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ーしていれば、フォロー数やフォロー増加数の多いアカウ

ントが多数を占める。しかし、フォロー数やフォロー増減

が示す通り、多くの自治体公式 noteは積極的なフォローは

していない。実際、フォロー数が 10以上のアカウントは 2

3 に留まる。こうした結果を見ると、自治体公式 note は、

フォローする場合でも、その対象を当該地域と何かしらの

関係がある、団体や人に限っている様子が伺える。 

フォロワー増加数は、フォロワー数を公開している 77

アカウント中、「+100～+149」が 35 アカウント（45.5%）、

「+50 以下」が 21 アカウント（27.3%）の順となった（図

3 参照）。8 割以上のアカウントが第 2 回調査までの期間

のフォロワー増加数が 150 未満に留まっている。ただし、

株式会社ユーザーローカルの提供する「note 人気ランキン

グ」の企業アカウントフォロワー急上昇上位のアカウント

でも、フォロワー前日比は大幅増するケースは限られる

（[4]参照）。そのため、自治体公式 note の場合でも、フ

ォロワー数を大幅増するのは難しく、より多くの人に見て

もらうには、今後も堅実に運用し、少しずつ、フォロワー

を増やすことが重要となる。 

 
図 3 自治体公式 note のフォロワー増加数 

3. 投稿内容とその評価の傾向 

個別の投稿内容とその評価を分析するため、関東エリア

の 11団体が運用する自治体公式 noteを対象に、初投稿～2

022 年 10 月末までの全投稿の内容と評価を調査した。note

において、投稿毎の評価は「スキ」というハート形のマー

クをクリックすることで表現されている。「スキ」は note

にログインしていない状態、すなわち noteアカウントを持

っていない状態でも可能となっている。 

本研究では投稿件数に加え、調査期間の全投稿における

最小「スキ」数、最大「スキ」数、全投稿における「スキ」

の平均、初期 5 投稿（初投稿～5 件目の投稿）における

「スキ」の平均、初期 5 投稿平均より「スキ」の数が多か

った投稿の件数を調査した（表 2 参照）。例えば、茨城県

結城市の場合、全 20 件の投稿中、最も「スキ」が少ない

投稿は 9「スキ」、最も「スキ」が多い投稿は 38「スキ」、

全 20 件の平均「スキ」は 21.2 となっている。また、初期

5 投稿の平均「スキ」は 28.4 であり、これを超えた投稿は

全 20件中 3件に留まっている。 

これらの結果を見ると、多くの団体では初期 5 投稿では、

一定の「スキ」を確保している。しかし、その後は「スキ」

の数を維持できず、結果、初期 5 投稿以上の「スキ」を確

保できた投稿の件数は少ない。多くのアカウントは利用開

始時には「スキ」を集めるものの、その後、瞬間的にスキ

を集める投稿をするケースは見受けられるが、基本的には

初期並みの「スキ」が維持できずにいる。 

表 2  関東エリア 11団体の 

自治体公式 note の「スキ」の状況 1 

 

4. おわりに 

本研究では、自治体公式 noteに関する調査を行い、その

運用実態を明らかにした。その結果、以下の点が明らかに

なった。①多くのアカウントがフォロー対象を限定してい

る関係から、第 2 回調査までの期間では、約 6 割のアカウ

ントがフォロー数増減なしとなった。②8 割以上のアカウ

ントは、第 2 回調査までの期間における、フォロワー増加

数が 150 未満に留まっている。③多くのアカウントは利用

開始時には「スキ」を集めるが、その後、利用開始時並み

の「スキ」が維持できずにいる。 

今後の研究課題としては、以下の点がある。①自治体担

当者を対象としたヒアリング調査等による、より具体的な

運用実態の把握。②総フォロー数の多い一般企業 noteアカ

ウントのような、一定の評価を得ているアカウントとの比

較検証。note を運用する地方自治体の数はまだ少ない。そ

のため、現在は地方自治体による note運用の黎明期と言え

る。そのため、今後も継続的に調査を続けることで、地方

自治体の note運用実態とその効果を明らかにしたい。 

注 

1) 神奈川県鎌倉市は初期 5 投稿平均以上の「スキ」を確保してい

る投稿が多い。ただし、これは初期の投稿を再投稿したことで、

初期 5 投稿平均の「スキ」が低くなっていることが要因の可能性

がある（[5]参照）。 
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団体名 投稿件数 最小 最大 平均
初期5投稿

平均

初期5投稿

平均以上

茨城県水戸市 2 48 133 90.5

茨城県結城市 20 9 38 21.2 28.4 3

茨城県常総市 96 0 60 13.5 32.2 4

栃木県真岡市 8 2 54 10.5 15.2 1

埼玉県幸手市 20 1 14 5.8 5.8 9

東京都葛飾区 51 8 81 22.9 30.6 6

東京都調布市 20 5 127 20.6 35.4 3

神奈川県横浜市 15 7 136 31.0 40.0 3

神奈川県相模原市 4 28 247 90.5

神奈川県鎌倉市 36 1 80 31.6 25.0 21

神奈川県大和市 0

FIT2023（第 22 回情報科学技術フォーラム）

Copyright © 2023 by
The Institute of Electronics, Information and Communication Engineers and
Information Processing Society of Japan All rights reserved.

 304

第4分冊


